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災害廃棄物処理の進捗状況と目標達成に向けての方針 

 

平成 24 年 10 月 19 日(金) 

環境省 

 

１． 前回会合（8月 7日開催）における整理 

災害廃棄物の処理工程表を取りまとめ、以下の内容を定めた。 

① 岩手県、宮城県の沿岸市町村について、平成 24 年度末の中間目標を設

定し、これをもとに進捗管理を行う。 

② 災害廃棄物の種類ごとに、処理の調整状況（「■今後調整」、「■調整中」、

「■調整済」）を整理し、今後取り組むべき対象を明確化した。 

【岩手県】「■今後調整」漁具・漁網約 8 万トン（広域）、「■調整中」可燃物・

木くず約 24 万トン（広域）、不燃混合物約 49 万トン(原則県内・

一部広域の可能性あり) 

【宮城県】「■今後調整」不燃混合物約 43 万トン（広域）、「■調整中」可燃

物・木くず約 57 万トン（広域）、不燃混合物約 29 万トン(県内) 

③ 福島県については、仮設焼却炉の設置等の処理体制の整備が十分進捗

していないため、中間目標の設定は見合せ。 
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（２） 被災地における処理体制の増強 

① 岩手県では、宮古地区、大槌地区の破砕・選別施設の処理能力を 10

月までに増強済み。さらに、年内に破砕・選別施設の処理能力の増強

（1カ所）、津波堆積物の処理能力の増強（1カ所）を計画。 

② 宮城県では、10 月までに新たに 5 基の仮設焼却炉（約 1,400ｔ/日）、

3 カ所の破砕・選別施設が本格稼働し、石巻ブロックの仮設焼却炉 5

基すべてが本格稼働するなど、処理体制の整備が大きく進捗。さらに、

年内に 5 基の仮設焼却炉（約 600ｔ/日）、1 カ所の破砕・選別施設が

本格稼働予定。 

 

表２ 岩手県・宮城県における処理体制の増強 

  設置予定数 処理工程表時 
H24.8.7 

現時点まで 
H24.10.19 

年末まで 
（予定） 

岩手県 仮設焼却炉 2 基 2 基 2 基 2 基 
破砕・選別施設※1 9 カ所 9 カ所 9 カ所 

2 カ所増強※2 
9 カ所 

2 カ所増強※3 
宮城県 仮設焼却炉 29 基 15 基 20 基 

＋5 基稼働 
25 基※4 

＋5 基稼働 
破砕・選別施設※1 12 カ所 8 カ所 11 カ所 

＋3 カ所稼働 
12 カ所 

＋1 カ所稼働 
※1：破砕・選別施設を設置する二次仮置場等の箇所数。 
※2：宮古地区及び大槌地区の破砕・選別施設にコンクリート破砕ラインを追加。 
※3：山田地区にコンクリート破砕ライン、陸前高田地区に津波堆積物の処理ラインを追加。 
※4：残る気仙沼ブロックの 4 基については年明け本格稼働予定。 
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（３） 広域処理の進捗 

① 前回会合（8月 7日）以降、1都 8県 16 件の広域処理が新たに受入開

始（受入予定量約 13万トン）。 

② 実施中・実施済の広域処理は、合計 1 都 9 県 47 件（受入予定量約 50

万トン、うち受入済量約 11万トン）に達しており、着実に拡大。 

③ 本格受入表明済の大阪市をはじめ、栃木県、新潟県、富山県、石川県、

福井県、三重県においても、試験処理に着手・検討している市町村が

あり、これらの受入実現に向けた取組を継続中。 

 

表３ 前回会合以降の新たな広域処理受入開始案件一覧 
 受入側 搬出元 受入対象物 受入開始時期 受入予定量(t) 

1 青森県八戸市（民間） 岩手県釜石市 不燃物 H24.9.26～ 約 3,000 
(H25.3 まで) 

2 青森県東通村（民間） 岩手県野田村 可燃物 H24.10.10～ 約 2,500 
3 秋田県秋田市 岩手県野田村 可燃系混合廃棄

物 
H24.9.4～ 約 7,770 

(H25.3 まで) 
4 秋田県湯沢雄勝広域市

町村圏組合 
岩手県野田村 可燃系混合廃棄

物 
H24.9.11～ 約 760 

(H25.3 まで) 
5 秋田県横手市 岩手県野田村 可燃系混合廃棄

物 
H24.9.11～ 約 660 

(H25.3 まで) 
6 秋田県由利本荘市 岩手県野田村 可燃系混合廃棄

物 
H24.9.25～ 約 160 

(H24.10 まで) 
7 山形県米沢市（民間） 宮城県岩沼市 不燃物・漁網 H24.9.24～ 約 12,000 

(H26.3 まで) 
8 山形県東根市外二市一

町共立衛生処理組合 
宮城県多賀城市 可燃物 H24.10.16～ 約 1,000 

(H25.3 まで) 
9 茨城県ｴｺﾌﾛﾝﾃｨｱかさま 宮城県石巻市 可燃物、不燃物 H24.8.30～ 約 37,500 

(H26.3 まで) 
10 群馬県桐生市 岩手県宮古地区

（宮古市・岩泉

町・田野畑村） 

可燃性混合廃棄

物 
H24.9.27～ 約 8,100 

(H25.3 まで) 

11 埼玉県熊谷市、日高市、

横瀬町（全て民間） 
岩手県野田村 木くず H24.9.6～ 約 4,400 

(H25.3 まで) 
12 東京都（民間） 宮城県石巻市 混合廃棄物 H24.8.20～ 約 25,000 
13 静岡県静岡市 岩手県山田町、大

槌町 
木くず H24.10.18～ 約 1,700 

(H25.3 まで) 
14 静岡県裾野市 岩手県山田町、大

槌町 
木くず H24.10.18～ 約 100 

(H25.3 まで) 
15 静岡県浜松市 岩手県山田町、大

槌町 
木くず H24.10.18～ 約 1,600 

(H25.3 まで) 
16 福岡県北九州市 宮城県石巻市 木くずを中心と

した可燃物 
H24.9.17～ 約 23,000 

(H25.3 まで) 
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３． 目標達成に向けての今後の方針 

中間目標達成に向けては、現状の処理割合の伸びでは不十分であり、平

成 24 年度末の中間目標達成を確実なものとするため、年内を一つの節目と

して以下の取組を着実に進める。 

福島県の災害廃棄物については、早期に目標設定への見通しが得られる

よう、国の直轄処理、代行処理による仮置場、仮設焼却炉等の整備に向けた

被災地との調整に全力を挙げる。 

① 当面の取組目標 

「■今後調整」・「■調整中」の災害廃棄物の処理に重点的に取り組み、

年内に「■今後調整」を解消し、「■調整中」の主なものを「■調整済」とす

ることを目指す。さらに、年度内にはすべて「■調整済」とすることを目指

す。 

② 被災地における処理体制の増強 

年内に被災地の処理体制の更なる増強（仮設焼却炉 5 基、破砕・選別

施設 3 カ所）を図る。岩手県では破砕・選別施設等の増強を行い、宮城県

では整備中の仮設焼却炉等の大部分の本格稼働を行う。 

③ 広域処理の推進 

現在調整中の案件について年内に必要な試験処理等を実施し、受入を

確定することを目指すとともに、現在実施中の案件について風評防止対策

等の支援を着実に継続する。 

④ 再生利用の推進 

農林水産省、国土交通省等の公共事業における再生資材の受入が始

まっているところ、海岸堤防、海岸防災林、港湾等の公共事業を一層積極

的に活用することにより、復興の妨げとなっている仮置場の早期解消を図

る。特に、品目については、不燃混合物のふるい下や瓦くず、焼却主灰

等の再生資材化が今後本格化することから、以下の方針でその活用拡大

に取り組む。 

 国が実施する公共工事において、被災自治体からの要請に応じ、

これら再生資材の活用を発注内容に盛り込む。 

 地方自治体が実施する公共工事において、これら再生資材が積極

的に活用されるよう調整を図る。 
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東日本大震災に係る災害廃棄物の処理工程表（抜粋） 
  

１． 災害廃棄物等の処理工程表・目標設定と進捗管理 

・ 平成 25 年度末までに処理を終えるという従来の目標に加え、災害廃棄物と津波堆積物

のそれぞれの処理について、市町村ごとに平成 24 年度末の中間目標を設定。 
・ 両県及び各市町村における処理計画を踏まえて、国が個別市町村の中間目標を設定。そ

の結果、岩手県・宮城県沿岸市町村全体で、災害廃棄物については約 59％、津波堆積物

については約 42％、合計約 53％の進捗が本年度末の中間目標（表１，図１）。 
 

表１ 岩手県・宮城県沿岸市町村における災害廃棄物等の処理の中間目標 

 

処理・処分の実績（7 月末現在） 処理・処分の中間目標（平成 24 年度末） 
災害廃棄物 津波堆積物 合計 災害廃棄物 津波堆積物 合計 
量 

(千トン) 

割合 

(%) 

量 

(千トン) 

割合 

(%) 

量 

(千トン) 

割合 

(％) 

量 

(千トン) 

割合 

(%) 

量 

(千トン) 

割合 

(%) 

量 

(千トン) 

割合 

(%) 

岩手

県 
742  19 0 0 742  14 2,300 58 650 50 3,000 57 

宮城

県 
3,058 25 407 6 3,465 19 7,100 59 2,700 40 9,800 52 

合計 3,800 24 407  5 4,207 18 9,400 59 3,400 42 12,800 53 
※端数処理の関係で合計値が合わない場合がある。 
 

 

図１ 災害廃棄物の処理・処分目標と実績 

別添 




